
かにする。その上で、障害の有無にかかわらず全ての子供が

共に学ぶことを実現するインクルーシブ教育システムを構築

していくために、同学級の設立の経緯とこれまでの取組がど

のような意義を持つのかを検討する。

３．結果

現在収集済みの資料をもとに年表（下にその一部を例示す

る）を作成することによって、昭和 年に岩手県肢体不自由

児協会が盛岡市に特殊学級の設置を陳情したことを受けて河

北小肢体学級が設立されたことや、その後の 年以上の経過

の中で、岩手県立養護学校の設置に伴う学級存廃の論議や対

象児童の増加、重度・重複化などその時々の課題に対応しな

がら現在に至っていることが明らかになった。しかし、様々

な事項の詳細については該当の資料がないため不明な部分が

多く、引き続きの資料の収集と分析が必要である。

表 作成中の年表の一部 昭和 年～ 年

４．今後の課題

関係資料が散逸し、まとまった形では残されていないため、

今後は対象を広げながら引き続き文献資料の収集を行なう。

また、河北小肢体学級の担任経験者など関係者への聞き取り

調査を行なっていく。そこで得られた文献資料や聞き取り資

料等を使用し、河北小肢体学級の設立の経緯やその後の取組

についてその詳細を明らかにしていく。

（文献）

岩手県障害児教育史研究会（ ）『岩手の障害児教育史』

文部省（ ）『特殊教育百年史』東洋館出版社

  

年 事項 県内関連事項 全国肢体不自由教育関連事項

昭和22年
「学校教育法」に養護学校を規定。
文部省初等教育課に特殊教育担当視学官
設置。

昭和23年
(1948）

「日本肢体不自由児協会」発足。

昭和24年
(1949）

厚生省後援「肢体不自由者(児)巡回療育
指導」実施（昭和27年秋まで）。
「身体障害者福祉法」公布。

昭和25年
(1950）

3月多摩緑成会整育園開設。
4月群馬整肢療護園開設。
東京都立光明小・中学校、分校設置。

昭和26年
(1951）

整肢療護園が肢体不自由児施設として再
発足。

昭和27年
(1952）

大阪整肢学院、福島整肢療護園、愛媛整
肢療護園開設。
同年末以降、肢体不自由児施設設置とほ
とんど同時に特殊学級又は分校が設置さ
れる。
4月大阪府教育委員会によって、実験的
研究のために大阪府立盲学校内に肢体不
自由特殊学級である「希望学園」が設置
(後に大阪府立堺養護学校に発展)。

昭和28年

「肢体不自由児父母の会結成。 北海道整肢学院、静岡療護園、若草園
(広島）開設。
6月文部事務次官通達「教育上特別な取
扱を要する児童生徒の判別基準につい
て」が出される。

昭和29年

4.1河北小学校創立。 東京整肢療護園副園長を招き、母の会主
催で療育相談を実施。県内各地から200
人ほどが参加。
9月に「岩手県肢体不自由児協会」が結
成。より組織的に活動を開始。

粕屋新光園(福岡)、整肢療育園(長崎)開
設。
5月姫路市立広畑小学校に肢体不自由特
殊学級設置。
文部省による肢体不自由児および身体虚
弱児実態調査実施(小学校のみ）。
児童福祉法改正。身体障害児の育成医療
給付等が盛られる。

昭和30年

肢体不自由児協会として盛岡市に特殊学
級の設置を陳情。
「肢体不自由学級設置協議会」が設けら
れ入級基準、入級児童選考、学級経営、
施設設備等、学級開設に向けての計画を
審議。

4月尼崎市立長洲小学校及び姫路市立粟
生小学校・同市立船場小学校に肢体不自
由特殊学級設置。
信濃整肢療護院、青い鳥学園(愛知)、東
大寺整肢園(奈良)、松橋療護園(熊本)、
鳥取整肢学園、整肢拓桃園(宮城)開設。
同年末までに、全国各地に17の肢体不自
由施設が開設され、肢体不自由児がこれ
らの施設に入所することにより、それま
でほとんど無視されていた教育の問題が
大きく注目されることになった。
「養護学校・特殊学級設置整備促進協議
会」発足。養護学校義務制促進、特殊学
級設置促進運動始まる。
養護学校・特殊学級教員養成講習会に肢
体不自由の部を設ける。
日本肢体不自由児協会、「肢体不自由児

昭和31年

10.20玄関右側の校庭昇降口を約4M幅の
コンクリートスロープとする。
11.1河北小学校肢体不自由学級開設。1
年生4名、2年生5名、計9名が入級。
11.10肢体不自由特殊学級開級のため校
舎一部模様替え（50周年誌に記載あり）

大沢川原の善隣館の一室を借りて肢体不
自由児保育園発足。入園児の診断、療育
指導などを行う。

4月大阪府立盲学校内に設置された肢体
不自由特殊学級から発展した大阪府立養
護学校(後に大阪府立堺養護学校）と、
愛知県立肢体不自由児施設青い鳥学園の
一隅を借りた愛知県立養護学校(後に愛
知県立名古屋養護学校）が創設。また、
実質上は肢体不自由養護学校である神戸
市立友生小学校が設立。
金沢市立材木小学校に肢体不自由特殊学
級設置。
第1回肢体不自由児教育研究発表会開
催。

昭和32年

12.1都南学園開園。収容定員50人。
都南村立手代森小学校及び乙部中学校の
「都南分校」開校。小学校、中学校それ
ぞれ1学級、児童生徒数47名。

4月「公立養護学校整備特別措置法」全
面施行。
4月東京都立光明小・中学校及び神戸市
立友生小学校が養護学校となる。
第1回肢体不自由児教育研究会開催。

   

１．課題

我が国の戦後の肢体不自由教育は、肢体不自由児施設等に

設けられた特殊学級から始まり、次いで公立養護学校の設置

にともない養護学校での教育が行われるという経緯をたどっ

ている（文部省 ）。そのような状況の中で、昭和 （ ）

年 月に大阪府教育委員会によって、大阪府立盲学校内に特

殊学級が設置されている。ただし、これは肢体不自由養護学

校創設の前段階として実験的研究のために設置されたもので

ある。地域社会から通学してくる肢体不自由児のための特殊

学級は、昭和 （ ）年 月に姫路市立広畑小学校に、同

（ ）年 月には尼崎市立長洲小学校及び姫路市立粟生

小学校に開設されている。本研究の対象とする盛岡市立河北

小学校肢体不自由特殊学級（以下「河北小肢体学級 」という）

は、これらとほぼ同時期の昭和 （ ）年 月に開設され

た我が国でも初期の小学校内肢体不自由特殊学級の一つであ

る。

岩手県内初の肢体不自由養護学校である岩手県立養護学校

の開設は昭和 （ ）年 月であり、それに先立ち開設さ

れた同学級の設立の経緯とその後の 年間にわたる取組の経

過を明らかにすることは、岩手県内の肢体不自由教育のみな

らず、戦後の我が国における肢体不自由教育の発展の経緯を

検討する上でも重要であると考えられる。我が国全体や岩手

県の戦後の肢体不自由教育の歴史について概括的に明らかに

したものに、文部省（ ）の『特殊教育百年史』や岩手県

障害児教育史研究会（ ）の『岩手の障害児教育史』など

がある。このうち後者は、戦前戦後の岩手県の障害児教育史

について全体的な流れとともに障害種ごとの歴史について明

らかにしている。しかし、肢体不自由教育、特に河北小肢体

学級の歴史については、ごく簡潔に述べられているのみで、

同学級の設立の経緯とこれまでの取組の持つ意義が十分に明

らかにされているとはいいがたい。そのような状況の中で、

戦後の肢体不自由教育の草創期に開設された同学級の設立の

経緯とその後の取組の持つ意義を明らかにすることは、小学

校内肢体不自由特殊学級に着目して戦後の我が国における肢

体不自由教育の歴史研究に新たな知見を加えるという意義を

持つ。また、そこから生まれた知見は、今後のインクルーシ

ブ教育システム構築の推進の方向性や方策を検討することに

資するものであると考えられる。

ただし、そのような研究を行なうためには関連資料の収集

や関係者からの聞き取りなどの作業が必要となる。現時点で

は未収集の資料も多く、関連する様々な事柄を一気に明らか

にすることは困難である。そこで、本稿では、現時点で収集

できている資料をもとに河北小肢体学級の設立から現在

（ 年）までの経緯の概要を明らかにした上で、資料の収

集や関係者からの聞き取りなど今後の研究を進める上での方

向性や課題について整理する。

２．方法

盛岡市立河北小学校、岩手県教育総合センター、岩手県教

育資料センター、岩手県肢体不自由児父母の会などに残され

た関連の資料を収集・整理し、それらの資料をもとに河北小

肢体学級の設立の経緯やその後の取組内容及び推移等を明ら

戦後の小学校内肢体不自由特殊学級の設置と展開

－盛岡市立河北小学校肢体不自由特殊学級に着目して－

柴垣 登

岩手大学教育学部

：肢体不自由 小学校 特殊学級
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